
令和 4 年度　予算施策評価表

1

Ａ Ｂ

連 絡 先 4935

施 策 の 内 容

施 策 の 目 標

　学校施設の耐震化や、学校安全体制の充実を図り、児童生徒が安全・安心に通える学校づくりの推進を目指す。

施 策 名 安全・安心な学校づくり 予 算 施 策
コ ー ド

ky05

担 当 部 局 名 教育委員会 管理部 保健体育課 評 価 責 任 者 課長　吉田　良二

こ れ ま で の 取 組 み

・旧耐震基準（昭和55年度以前）により建築された校舎で、経年により老朽化が進んでいる校舎を対象に、平成13年度から
　計画的に校舎の改築、耐震補強を実施。
・学校安全体制の拡充に向けての組織づくりや講習会を実施。
・子どもたちの健全育成のための食育の推進やメンタルヘルスへの対応、性教育に関する講習会を実施。
・各種保険制度に加入し、災害発生の際の県及び県立学校児童生徒等の保護者負担の軽減などに取り組む｡

成果指標名（目標の達成度合いを示す指標）

早急な対応が必要となる施設の改修率 学校管理下の死亡事故件数

選 択 理 由 　学校施設の安全性の向上を最も明確に示すものである。 選 択 理 由 　学校における安全・安心の度合いを測る上で、最も重要なものである。

成果と指標
の関係 強

指標の種類
(ｽﾄｯｸ/ﾌﾛｰ) フロー

指標の種類
(ﾌﾟﾗｽﾏｲﾅｽ)

算 定 方 法 　（改修が完了した施設数）/（早急な対応が必要となる施設数） 算 定 方 法 　公立学校の管理下における年間死亡事故件数

成果と指標
の関係 強

指標の種類
(ｽﾄｯｸ/ﾌﾛｰ) フロー

指標の種類
(ﾌﾟﾗｽﾏｲﾅｽ) ＋

様式１



2
　県の関与の必要性

　成果指標A

　成果指標B

指　標　・　事　業　費 ・ 人 件 費　の　推　移

区分
成果指標A 成果指標B 事業費（予算） 事業費

（決算）
人件費

計画 実績 達成率 県費
単　位 ％ ％ 件 ％ 千　円

計画 実績 達成率 予算計 国費 その他

1 - 1,110,845 99,264

3,052,096 54,857

826,192 185,389 499,718 71,729
3年度 100 100 100.0% 1 56,870- 1,410,834 148,073 199,520 1,063,241 1,085,167

2年度 100 100 100.0%

798,244 2,198,995 1,676,710 54,9444年度 100 100 100.0% -

施 策 の 評 価

説
　
明

　近年、大規模地震が頻発し、今後、南海地震の発生が予想される中、児童生徒が安心して学べる学校づくりを進めることは、県立学校の設置者として当然の義務で
ある｡
　また、現在、学校の管理下における事件、事故等が大きな社会問題となっている状況の中、子供たちが安心して学習に取り組むことができる学校づくりを進めること
は、市町を指導する立場にある県として、また、県立学校の設置者として当然の責務である｡

高い

説
　
明

○成果動向：学校管理下における死亡事故については、絶対にあってはならないものであるという認識のもと、死亡事故ゼロを目指すべきである。
○成果向上余地：来年度も引き続き、死亡事故ゼロに向けて安全監理に取り組む。

成果
動向 順調・向上

成果向上
余地 成果向上が可能

説
　
明

○成果動向：県立学校の耐震化については、平成29年度末をもって完了。また「個別施設計画」については、２年度末をもって策定完了。
○成果向上余地：３年度から「個別施設計画」をベースとした校舎等の長寿命化改修を実施しており、今後、大幅な向上が可能。

成果
動向 順調・向上

成果向上
余地 大幅な成果向上が可能

成果向上が可能
参考：構成事務事業の評価

の平均値
成果動向 2.46 順調・向上 成果向

上余地 1.57



４－１　事務事業管理シート（評価対象事業）

1 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

5成果向上している
向上
余地

3大きく成果向上す
る

単位 計画 100 100 100 事業費計 117,905 540,284 2,084,752 1,690,000

実績 100 100 100 国費 4,642 32,531 63,883

達成率 100.00% 100.00% 100.00% その他 117,905

単位 計画 2 9 20 県費 535,642 2,052,221 1,626,117

実績 2 9 6 事業費計 110,399 307,809 811,580

達成率 100.00% 100.00% 30.00% 国費 20,326 方向１

単位 計画 その他 110,399 方向２

実績 県費 307,809 791,254 方向３

達成率 - - - 人役 2.3 2.3 2.3

人件費 15,562 13,915 13,734

2 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 187098 187121 187363 事業費計 281 188 188 188

実績 187098 187121 187363 国費

達成率 100.00% 100.00% 100.00% その他 281 188 188 188

単位 計画 県費

実績 事業費計 35 22 22

達成率 - - - 国費 方向１

単位 計画 その他 35 22 22 方向２

実績 県費 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 677 605 598

3 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 1937338 1480864 1494404 事業費計 503,283 501,940 601,983 1,955

実績 1956004 1837625 1956241 国費

達成率 100.96% 124.09% 130.90% その他 503,283 1,940 601,983 1,955

単位 計画 県費 500,000

実績 事業費計 50,454 500,240 600,223

達成率 - - - 国費 方向１

単位 計画 その他 50,454 240 223 方向２

実績 県費 500,000 600,000 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 677 605 598
実施
期間

始期 終期 事業の概要

H22
予定・見込
があれば記

入

県立学校施設等の長寿命化・老朽化対策をはじめ、教育環境の整備・充実等に多くの需要が想定されることから、計
画的・継続的に実施するための経費の財源に充当する基金利子（運用益）を積み立てるものである。

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

S36
予定・見込
があれば記

入

県立学校が火災その他災害を受けた場合、多額の復旧費を要するため、災害時に備え災害復旧基金を積み立ててき
たが、その利子を基金に繰り入れるための資金である。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

決
算

見
直
し
方
向
性

決
算

見
直
し
方
向
性

成果 ＋ ﾌﾛｰ 基金積立残額 円

指標種類2 指標名称2

県立学校教育環境整備基金積立金
コスト

（単位：千円）

評
価成果 ＋ ﾌﾛｰ 基金積立残額 円

指標種類2 指標名称2

県立学校火災等災害復旧費積立金
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

中長期的な財政負担の軽減・平準化を図りつつ、学校施設に求められる機能・
性能を確保するため、長寿命化改修を推進することにより、計画的な維持管理
を行う必要がある。

実施
期間

始期 終期 事業の概要

H13
予定・見込
があれば記

入

県立学校施設の長寿命化対策等を推進するため、個別施設計画を策定するとともに、経年劣化により早急に安全対
策を講じる必要がある校舎、体育館等の施設について、改修等の保全措置を実施する。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ
早急な改修が必要な施設数
及び工事完了施設数

棟
決
算

見
直
し
方
向
性

県立学校施設の長寿命化・老朽化対策をはじめ、教育環境の整備が必要であ
ることから、「愛媛県県立学校施設整備の基本方針」に基づき、施設の築年数
や劣化状況等を勘案した「個別施設計画」を令和３年１月に策定し、長寿命化
改修等を推進する。

成果 ＋ ﾌﾛｰ 施設の耐震化率 ％

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

県立学校校舎等整備事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3

予算施策名 ky05 安全・安心な学校づくり



4 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 0 0 0 事業費計 1,642 1,601 1,021 1,060

実績 0 1 0 国費 597 576

達成率 - - - その他

単位 計画 12 12 6 県費 1,045 1,025 1,021 1,060

実績 12 13 6 事業費計 763 612 349

達成率 100.00% 108.33% 100.00% 国費 381 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 382 612 349 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 677 605 598

5 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 200 205 200 事業費計 6,348 6,517 6,403 6,387

実績 199 205 196 国費

達成率 99.50% 100.00% 98.00% その他

単位 計画 200 205 200 県費 6,348 6,517 6,403 6,387

実績 199 167 196 事業費計 4,972 3,361 5,199

達成率 99.50% 81.46% 98.00% 国費 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 4,972 3,361 5,199 方向３

達成率 - - - 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,354 1,210 1,195

6 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 100 100 100 事業費計 4,219 4,230 4,231 4,917

実績 100 100 99.4 国費 4,219 4,230 4,231 4,917

達成率 100.00% 100.00% 99.40% その他

単位 計画 3 3 3 県費

実績 3 3 3 事業費計 1,963 2,948 3,548

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 1,963 2,948 3,548 方向１

単位 計画 3 3 3 その他 方向２

実績 1 2 2 県費 方向３

達成率 33.33% 66.67% 66.67% 人役 0.7 0.7 0.7

人件費 4,737 4,235 4,180
実施
期間

始期 終期 事業の概要

H24
予定・見込
があれば記

入

東日本大震災の教訓を踏まえ、次世代を担う児童生徒等に発達段階に応じた「自助から共助への防災教育」を展開
し、県下全域に推進するとともに 、各学校の防災管理担当者を育成し、地域との連携により、総合的な防災力の強化
を図る。

回
決
算

見
直
し
方
向
性

モデル地域３市町とモデル校として県立学校２校を指定し研究を進めた。市町
モデル地域での実践は地域より活動に差が出ており、アドバイザー派遣事業
の活用や推進委員会の開催などを通して、それぞれの活動が充実したものと
なるよう支援していきたい。

成果 ＋ ﾌﾛｰ
学校防災マニュアルの見直
し、改善を行った学校の割
合

％

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

学校総合防災力強化推進事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

H27
予定・見込
があれば記

入

防災士としての知識・技能を活用した防災教育、防災管理を展開するとともに、災害時に備えて地域と連携して円滑に
学校を運営できる体制を強化するなど学校の総合的な防災力の向上を図るため、県立学校の教職員を防災士として
養成する。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

活動 ＋ ﾌﾛｰ
学校防災アドバイザーの派
遣回数

回

ﾌﾛｰ
学校防災の理解を深める研
修等の回数

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

H27
予定・見込
があれば記

入

県立高校の自転車通学生を主たる対象とし、愛媛県自転車の安全な利用の促進に関する条例の基本理念「シェア・
ザ・ロード」の考え方に沿った交通安全教育を強化し、交通ルールの遵守や交通マナーの向上を図ることにより、自転
車が関与する事故の防止を図る。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ 防災士養成講座受講者数 人
決
算

見
直
し
方
向
性

回
決
算

見
直
し
方
向
性

愛媛県内で発生した自転車事故のうち、高校生が当事者となった事故は約
15％を占めている。Ｒ４年度は通学時の重大な事故は発生しなかったものの、
引き続き自転車事故の防止を啓発する取組みが必要である。全県立学校の
生徒が参加する会議をWebで開催し、多くの生徒が参加できた。また、生徒自
らが自転車マナーについて考え、共有する機会を設けられた。

成果 0 ﾌﾛｰ
自転車乗車時の重大事故の
発生件数

件

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

県立学校教職員防災士養成等事業費
コスト

（単位：千円）

評
価 今後発生することが予想される南海トラフ地震や自然災害に備え、学校の防

災力強化が求められている。Ｒ４年度は約200人の教職員が養成講座を受講
し、順調に防災士を養成することができた。

成果 ＋ ﾌﾛｰ
防災士資格取得試験合格者
数

人

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

高校生自転車交通マナー向上対策事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ
実践校における交通安全教
室の開催回数



7 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 100 100 100 事業費計 1,257 1,268 1,269 1,284

実績 27 100 100 国費 1,257 1,268 1,269 1,284

達成率 27.00% 100.00% 100.00% その他

単位 計画 12 24 7 県費

実績 11 24 7 事業費計 782 852 879

達成率 91.67% 100.00% 100.00% 国費 782 852 879 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 方向３

達成率 - - - 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,354 1,210 1,195

8 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 100 100 100 事業費計 1,140 1,140 780 780

実績 100 100 100 国費 570 570 390 390

達成率 100.00% 100.00% 100.00% その他

単位 計画 311 285 195 県費 570 570 390 390

実績 218 284 204 事業費計 1,076 1,140 780

達成率 70.10% 99.65% 104.62% 国費 538 570 390 方向１

単位 計画 400 397 396 その他 方向２

実績 400 397 396 県費 538 570 390 方向３

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 677 605 598

9 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 100 100 100 事業費計 4,878 4,869 4,526 4,900

実績 100 100 100 国費 1,626 1,623 1,508 1,633

達成率 100.00% 100.00% 100.00% その他

単位 計画 1008 876 1245 県費 3,252 3,246 3,018 3,267

実績 1002 874 1034 事業費計 3,351 2,961 3,555

達成率 99.40% 99.77% 83.05% 国費 1,117 987 1,185 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 2,234 1,974 2,370 方向３

達成率 - - - 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,354 1,210 1,195
実施
期間

始期 終期 事業の概要

H20
予定・見込
があれば記

入

経験豊かな退職養護教諭を養護教諭未配置校へ派遣し、校内での研修や個別の対応が求められる子どもへの対応
方法等について指導を実施し、子どもたちが抱える現代的健康課題に適切に対処できる環境の改善を図る。

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

H17
予定・見込
があれば記

入

市町が主体となって、スクールガード・リーダーによる巡回指導や、地域住民が学校安全ボランティア（見守り隊等）と
して巡回・警備等にあたるなど、地域ぐるみで子どもたちの安全を守る体制づくりを充実させる事業に対する補助を行
う。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ
スクールヘルスリーダーの
指導時間

時間
決
算

見
直
し
方
向
性

回
決
算

見
直
し
方
向
性

成果 ＋ ﾌﾛｰ
小学校や見守り隊などによ
り登下校時のパトロール等
が実施されている小学校の

％

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

スクールヘルスリーダー派遣事業費
コスト

（単位：千円）

評
価成果 ＋ ﾌﾛｰ

スクールヘルスリーダーの
指導予定時間に対する実際
に指導できた時間の割合

％

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

H25
予定・見込
があれば記

入

  通学路の安全を確保するため、特に対策が必要な市町に対し、通学路安全対策アドバイザーを派遣し、専門的な見
地からの必要な指導・助言の下、学校、教育委員会、関係機関等の連携による通学路の合同点検や安全対策の検討
を行うための支援を行う。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

活動 ＋ ﾌﾛｰ
見守り隊等の地域安全ボラ
ンティア活動を行っている
学校数

校

ﾌﾛｰ
スクールガード・リーダー
による巡回指導回数

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ
通学路安全対策アドバイ
ザーの派遣校数

校
決
算

見
直
し
方
向
性

３市町モデル地域における取組実践は、学校と地域の協働体制を強化するこ
とにつながっており、今後もその成果を県内全域に横展開できるよう支援して
いきたい。

成果

通学路安全推進事業費
コスト

（単位：千円）

評
価＋ ﾌﾛｰ

通学路安全対策アドバイ
ザーの派遣市町内小学校へ
の派遣率

％

指標種類2 指標名称2

活動 ＋



10 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 100 100 100 事業費計 953 955 957 998

実績 100 100 100 国費 762 764 766 807

達成率 100.00% 100.00% 100.00% その他

単位 計画 3 3 3 県費 191 191 191 191

実績 3 3 3 事業費計 191 148 577

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 140 148 528 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 51 49 方向３

達成率 - - - 人役 0.6 0.6 0.6

人件費 4,060 3,630 3,583

11 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 0 0 0 事業費計 2,715 2,645 2,559 2,495

実績 0 0 0 国費

達成率 - - - その他

単位 計画 28971 28225 27307 県費 2,715 2,645 2,559 2,495

実績 28971 28225 27307 事業費計 2,715 2,645 2,559

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 2,715 2,645 2,559 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 677 605 598

12 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 156988 150402 150943 事業費計 156,988 150,402 150,943 149,079

実績 88921 72765 62077 国費

達成率 56.64% 48.38% 41.13% その他 156,988 150,402 150,943 149,079

単位 計画 156988 150402 150943 県費

実績 88921 72765 62077 事業費計 88,921 72,765 62,077

達成率 56.64% 48.38% 41.13% 国費 方向１

単位 計画 その他 88,921 72,765 62,077 方向２

実績 県費 方向３

達成率 - - - 人役 3.5 3.5 3.5

人件費 23,681 21,175 20,899
実施
期間

始期 終期 事業の概要

H16
予定・見込
があれば記

入

県立学校児童生徒の日本スポーツ振興センター災害共済給付金である。

千円
決
算

見
直
し
方
向
性

成果 ＋ ﾌﾛｰ 給付金額 千円

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

日本スポーツ振興センター災害共済給付金
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

S52
予定・見込
があれば記

入

県立学校の施設設備の不備又は管理上の瑕疵による事故及び教育活動中の事故等に起因する損害賠償金等の財
政負担を補填し、速やかに被害者の救済を図ることを目的とした、都道府県立学校管理者賠償責任保険加入に要す
る経費である。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ 給付金額

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

H14
予定・見込
があれば記

入

安全教育、防災教育、健康教育も含めた総合的な危機管理研修会を開催し、教員の危機管理意識の高揚を図り、各
学校での健康教育を一層推進するとともに、学校での危機管理の徹底を図る｡

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ 県立学校の幼児児童生徒 人
決
算

見
直
し
方
向
性

回
決
算

見
直
し
方
向
性

３つの会場で小・中・高の校種別に開催した。校種ごとの問題に焦点をあてた
内容で研修を実施することで実践的な研修となった。今後も学校安全の充実を
図るため各校種の実態に即した研修会を開催したい。

成果 ＋ ﾌﾛｰ
参加教職員に対するアンケート調査
による「十分理解が深まった」「概
ね理解が深まった」の割合

％

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

県立学校管理者賠償責任保険加入負担金
コスト

（単位：千円）

評
価成果 0 ﾌﾛｰ

賠償責任保険の対象となら
ず、県が独自賠償金等を支
払った件数

件

指標種類2 指標名称2

活動 ＋

総合危機管理等研修事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ 講義・講演の開催数



13 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 156988 150402 150943 事業費計 60,951 59,995 57,774 56,871

実績 88921 72765 62077 国費

達成率 56.64% 48.38% 41.13% その他 47,735 46,990 45,130 44,353

単位 計画 60951 59995 57774 県費 13,216 13,005 12,644 12,518

実績 57438 55426 53833 事業費計 57,438 55,426 53,833

達成率 94.24% 92.38% 93.18% 国費 方向１

単位 計画 その他 44,969 43,327 41,982 方向２

実績 県費 12,469 12,099 11,851 方向３

達成率 - - - 人役 0.6 0.6 0.6

人件費 4,060 3,630 3,583

14 指標動向 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
最終目標
（R？）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 67 67 67 事業費計 84,898 134,400 14,162 72,441

実績 67 67 67 国費 84,898 134,400 14,162 72,441

達成率 100.00% 100.00% 100.00% その他

単位 計画 県費

実績 事業費計 72,547 133,838 14,162

達成率 - - - 国費 72,547 133,838 14,162 方向１

単位 計画 その他 方向２

実績 県費 方向３

達成率 - - - 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,030 1,815 1,792
実施
期間

始期 終期 事業の概要

R2
予定・見込
があれば記

入

学校における感染予防対策として、こまめな手洗いや基本的な感染症対策の徹底に必要な保健衛生用品の整備を図
る。

決
算

見
直
し
方
向
性

成果 ＋ ﾌﾛｰ
保健衛生用品等に要する経
費を補助した県立学校数

校

指標種類2 指標名称2

県立学校感染拡大防止対策事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期 事業の概要

S35
予定・見込
があれば記

入

日本スポーツ振興センターが運営する災害共済加入に伴う、県立学校児童生徒の掛金負担金である。学校管理下に
おける児童生徒等の災害に対して給付を行い、学校教育の円滑な実施を図るために必要な経費である。

このまま継続

指標種類3 指標名称3

指標種類1 指標名称1

予
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3

ﾌﾛｰ 掛金額 千円
決
算

見
直
し
方
向
性

日本スポーツ振興センター災害共済加入負担金
コスト

（単位：千円）

評
価成果 ＋ ﾌﾛｰ

支払われた災害共済給付金
額

千円

指標種類2 指標名称2

活動 ＋



４－２　事務事業管理シート（評価対象外事業） ky05

1 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R2年度 R3年度 R4年度

事業費計 0 0 120,548 0 事業費計 0 0 117,367

国費 国費

その他 その他

県費 120,548 県費 117,367

0.1

598

評価対象外の理由

予
算

決
算

単年度事業

評価対象外その他の理由（記述）

人役

予算施策名 安全・安心な学校づくり

県立学校施設全面打診等調査事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）

人件費


